別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　　項：公衆衛生費　　目：食品衛生指導費
	事業名: 食品安全総合対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　健康福祉部　生活衛生課　食品安全推進係　電話番号：058-272-1111（内2568）

　　　　　　　　E-mail：c11222@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：  5,379 千円（前年度予算額： 5,546千円）
	要求内容


	１　要求の内容


 (１) 食品安全基本条例の施行運営　 1,207千円
            　　　　　○「岐阜県食品安全・安心推進本部」を中心に、全庁的かつ横断的な体制で食品の安全性確保と食品への安心感の向上を図ります。 

　　  1) 岐阜県食品安全・安心推進本部の運営 
　　　2) 岐阜県食品安全対策協議会の運営
　　　3) 食品の安全・安心功労者の表彰
    　4) 岐阜県食品安全行動基本計画（第２期）の進行管理

　　　5) 岐阜県食品安全行動基本計画（第３期）の策定　　

   (２) リスクコミュニケーションの推進　1,148千円
  ○ 県民ニーズに合わせたリスクコミュニケーション事業を展開します。
　ア 食品安全関係者相互の情報共有と意見交換
      1) 出前講座「食品の安全　知っ得講座」
　　　      ・参加者と意見交換の場を設け、「食品の安全性に関する意見交換会」として位

              置づけ、意見を食品安全施策に反映させていきます。
      2) 食品安全モニター研修会   
       ・各種リスクコミュニケーション事業に参加した県民を対象に、より専門的内容での研修会を開催し、地域の食品安全に関する中核メンバーとして養成します。
  イ 食品生産者と消費者との交流による相互理解
 　   ・食品安全セミナーを開催し、食品生産・製造現場の視察や意見交換を通じて相互理解を図ります。
  ウ 食品安全に関する正しい知識や情報の普及・啓発
　　  1) 食品の安全・安心シンポジウムの開催　 
2) 食品表示基礎講座の開催　
3) 食卓の安全・安心ニュースの発行
(３) 食品危機管理対策　3,024千円

　　　　○食品危機管理事案に対する体制を整備します。
 　ア 岐阜県食品安全連絡会議の運営　
   　　　　 ・食品危機管理事案に関する情報共有と連携強化を図るため、食品関係団体及び事業者代表と行政からなる連絡会議を開催。
　 イ 輸入加工食品の残留農薬等検査（委託）
   　　・輸入加工食品を対象に、有機リン系農薬の検査を登録検査機関への委託により実施。  

   ウ 毒劇物検査キットの整備　
            　 ・異味、異臭など原因を特定しがたい有症苦情の発生時など、危機管理的な事案に対応するため毒劇物検査キットを整備。
	２　所要経費


（1） 食品安全基本条例の施行運営　 1,207千円
（2） リスクコミュニケーションの推進　1,148千円
（3） 食品危機管理対策　3,024千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	5,546
	0
	0
	1,143
	0
	0
	0
	0
	4,403

	要求額
	5,379
	0
	0
	1,207
	0
	0
	0
	0
	4,172

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県民、食品関係事業者、行政が食品安全に関する情報を共有し、信頼関係のもとにそれぞれの立場から食品安全に取り組むことにより、県民の望む食品の安全性を確保します。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	食品安全対策協議会の開催
	0回
（H13）
	3回
（H14）
	3回
（H20）
	3回
（H23）
	3回
（H25）
	100％


	リスクコミュニケーション事業への参加人数
	不　明
（H  ）
	825人
（H17）
	1,694人
（H20 ）
	1,796人
(H21～23平均)
	1,800人
（H28）
	99.8％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成23年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
(１) 食品安全基本条例の施行運営　
               1) 岐阜県食品安全・安心推進本部の運営 
　　　2) 岐阜県食品安全対策協議会の運営

(２) リスクコミュニケーションの推進

　ア 食品安全関係者相互の情報共有と意見交換
      1) 出前講座「食品の安全　知っ得講座」１７回
　　　     2) 食品安全モニター研修会   ２回 
  イ 食品生産者と消費者との交流による相互理解
 　   ・ 食品安全セミナー  ２回 
  ウ 食品安全に関する正しい知識や情報の普及・啓発
1) 食品の安全・安心シンポジウムの開催　 １回

2) 食品表示基礎講座の開催　１１回
 (３) 食品危機管理対策　
　 ア 岐阜県食品安全連絡会議の開催　　２回　
  　　　イ 輸入加工食品の残留農薬等検査（委託）　有機リン系農薬５０検体  

   ウ 毒劇物検査キットの整備　


（平成23年度の成果）

	・平成23年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　各種の事業施策により、一般消費者に対する食品安全情報の提供、事業者等関係者と連携した危機管理体制の整備を推進することができました。リスクコミュニケーション事業を通じて、食品安全に関する県民の意見を聴取し、県の施策に反映させることで、県民が望む食品の安全性確保を図ることが可能です。　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	食品の安全性を揺るがす様々な事件や事故が発生する中、食品に対する県民の不安は根強く、消費者、食品関係事業者、行政が協働して食品の安全性確保に取り組むことが不可欠です。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	食品安全に対する関心が高まる中で、シンポジウムや食品安全セミナーなどのリスクコミュニケーション事業参加者は増加しており、県民が食品安全に対し強い関心を持つなど県民の意識が向上してきています。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	講習会など従来から実施している一方向型の情報伝達だけでなく、意見交換会など双方向型や食品セミナーなど参加型のスタイルの事業を取り入れ効率的、効果的な事業展開を工夫しています。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
25年度は、第3期食品安全行動基本計画の策定年に当たることから、県民の真に望む食品安全を目指すため、リスクコミュニケーション事業を通じて県民の意見を聴取し、計画へ反映させることが必要です。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
食品の安全性確保は全ての県民の健康の根源であり、県民の食品に対する不安感を解消するため、引き続き事業を実施する必要があります。
25年度は、第3期食品安全行動基本計画の策定年に当たることから、リスクコミュニケーション事業を通じて県民の意見を聴取し、計画へ反映させます。


